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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限(2025年2月7日設定) 

運 用 方 針 

楽天・高配当株式・日本マザーファンド(以下、
｢マザーファンド｣といいます｡)受益証券への投
資を通じて、主にわが国の金融商品取引所に上
場している株式(DR(預託証券)を含みます｡)に投
資し、主として配当収益の確保および中長期的
な値上がり益の獲得を目指します。 

主要投資対象 

楽天・高配当株式 
・日本ファンド 
(四半期決算型) 

マザーファンド受益証券を主
要投資対象とします。 

マザーファンド 

わが国の金融商品取引所に上
場している株式(DR(預託証
券)を含みます｡)を主要投資
対象とします。 

主な投資制限 

楽天・高配当株式 
・日本ファンド 
(四半期決算型) 

マザーファンド受益証券への
投資割合には制限を設けませ
ん。 
株式(新株引受権証券および
新株予約権証券を含みます｡)
への実質投資割合には制限を
設けません。 
投資信託証券(マザーファン
ドの受益証券および上場投資
信託証券を除きます｡)への実
質投資割合は、投資信託財産
の純資産総額の5％以下とし
ます。 
外貨建資産への投資は行いま
せん。 
デリバティブ取引は、投資の
対象とする資産を保有した場
合と同様の損益を実現する目
的ならびに価格変動リスクお
よび金利変動リスクを回避す
る目的以外には利用しませ
ん。 

マザーファンド 

株式(新株引受権証券および
新株予約権証券を含みます｡)
への投資割合には制限を設け
ません。 
投資信託証券(上場投資信託
証券を除きます｡)への投資割
合は、投資信託財産の純資産
総額の5％以下とします。 
外貨建資産への投資は行いま
せん。 
デリバティブ取引は、投資の
対象とする資産を保有した場
合と同様の損益を実現する目
的ならびに価格変動リスクお
よび金利変動リスクを回避す
る目的以外には利用しませ
ん。 

分 配 方 針 

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除
後の利子・配当等収益および売買益(評価損益
を含みます｡)等の全額とします。 
収益分配金額は、委託者が基準価額水準、市況
動向等を勘案して決定します。ただし、必ず分
配を行うものではありません。 
留保益の運用については特に制限を設けず、運
用の基本方針に基づいた運用を行います。 

 

 

運用報告書(全体版) 
 

楽天・高配当株式・日本ファンド 
(四半期決算型) 

 

第4期(決算日：2026年3月25日) 
第5期(決算日：2026年6月25日) 

 

受益者の皆様へ 

 

 平素は当ファンドにご投資いただき、厚く御礼申し上

げます。 

 さて、当ファンドは、このたび上記決算を行いました

ので、当期間の運用状況につきまして、ご報告申し上げ

ます。 

 今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し上

げます。 

 

楽天投信投資顧問株式会社  
https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 

東京都港区南青山二丁目6番21号 

本資料(運用報告書(全体版))の記載内容のお問い合

わせ先 

TEL：03－6432－7746 

受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで 

※お客様のお取引内容等につきましては販売会社に

お問い合わせください。 
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■本資料の表記に関する注記 
・金額等の数値は表記未満切捨または四捨五入により表示しております。このため、各項目の合計の値が合計

欄と一致しないことがあります。 

・－印は、組入・売買が無いことを示します。 
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設定以来の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 

株 式 
組 入 比 率 

株 式 先 物 
組 入 比 率 

純資産総額 
(分 配 落) 

税  込 
分 配 金 

期  中 
騰 落 率 

第 
1 
作 
成 
期 

(設 定 日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2025年2月7日 10,000 － － － － 2,210 

1期(2025年 6月25日) 10,419 100 5.2 97.4 － 6,293 
第 
2 
作 
成 
期 

2期(2025年 9月25日) 12,139 105 17.5 97.4 － 8,729 

3期(2025年12月25日) 13,425 110 11.5 98.7 － 12,471 
第 
3 
作 
成 
期 

4期(2026年 3月25日) 14,771 115 10.9 98.2 － 20,630 

5期(2026年 6月25日) 14,265 120 △2.6 98.0 － 22,553 
(注1) 基準価額の騰落率は分配金込み。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注3) 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、｢株式先物組入比率｣は、実質組入比率を記載しています。 
(注4) 当ファンドの運用方針に対応する適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 
(注5) 設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。 

 

当作成期中の基準価額の推移 
 

 

決算期 年  月  日 
基 準 価 額 株 式 

組 入 比 率 
株 式 先 物 
組 入 比 率  騰 落 率 

第4期 

 円 ％ ％ ％ 

(期 首)2025年12月25日 13,425 － 98.7 － 

      12月末 13,399 △0.2 97.2 － 

   2026年 1月末 13,954 3.9 98.0 － 

       2月末 15,787 17.6 98.4 － 

(期 末)2026年 3月25日 14,886 10.9 98.2 － 

第5期 

(期 首)2026年 3月25日 14,771 － 98.2 － 

       3月末 14,526 △1.7 97.7 － 

       4月末 14,370 △2.7 97.8 － 

       5月末 14,638 △0.9 98.3 － 

(期 末)2026年 6月25日 14,385 △2.6 98.0 － 
(注1) 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注3) 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、｢株式先物組入比率｣は、実質組入比率を記載しています。 
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当作成期中の運用経過と今後の運用方針 
 

 
■基準価額等の推移 
 

 

 
(注1) 分配金再投資基準価額は、分配金(税込)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス

を示すものです。 
(注2) 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異なり

ます。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
(注3) 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額を起点として指数化しています。 

 

■基準価額の主な変動要因 

当ファンドの分配金再投資基準価額は前作成期末比で8.0％上昇しました。 

＜2025年12月下旬～2026年2月下旬＞ 

株主還元強化への期待から、三菱商事・双日・三井物産などの商社の上昇がプラスに寄与しました。また、

データセンター投資の拡大や半導体需要の増加を背景とした設備投資期待から、シチズン時計・THKなどのFA(ファ

クトリーオートメーション)・半導体関連銘柄もプラスに寄与しました。円安進行により外需関連銘柄が相対的

に優位となるなか、パーソルホールディングスや大塚商会などの内需関連銘柄は出遅れ感が強まり、マイナスに

寄与しました。 

＜2月下旬～6月下旬＞ 

シチズン時計・THK・日本特殊陶業などのFA・半導体関連銘柄は、設備投資期待から上昇し、プラスに寄与し

ました。一方、半導体関連銘柄に資金が集中するなか、自動車や商社などは全般的に軟調な値動きとなり、マイ

ナスに寄与しました。資源価格の上昇で一時上昇した三井物産・双日・三菱商事などの商社やコスモエネルギー

ホールディングスは、中東情勢の緩和に伴う資源価格の下落とともに軟調に転じ、マイナスに寄与しました。 
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■投資環境 
＜2025年12月下旬～2026年2月下旬＞ 

米国の利下げ期待や日本銀行の利上げ観測、AI(人工知能)・半導体関連株の動向に左右されながらも、上昇基
調を維持しました。銀行・保険株が金利上昇メリットを享受し堅調に推移した一方、内需関連や一部ハイテク株
は軟調な場面もありました。2月には衆議院選挙での与党大勝を受けた政策期待が相場を押し上げ、TOPIXは史上
最高値を更新しました。 
＜2月下旬～6月下旬＞ 

米国・イスラエルとイランの軍事対立を契機とした原油価格急騰により、3月は大幅反落となりました。4月以
降は中東情勢の停戦期待を下支えに、半導体・AI関連株の急騰が相場を牽引し回復基調へと転じました。 
 
■当ファンドのポートフォリオ 

主要投資対象である｢楽天・高配当株式・日本マザーファンド｣受益証券の組入比率を高位に維持する運用を行
いました。 
 
楽天・高配当株式・日本マザーファンド 

主としてダウ・ジョーンズ日本配当１００インデックス(S&P)を参照し銘柄を選定し、流動性等を勘案して銘
柄毎の組入比率を決定のうえ投資を行いました。 

期前半は、株主還元の積極化が期待できる三菱商事や三井物産などの商社や米国関税での落ち込みからの回復
が期待できるトヨタ自動車などの輸送用機器の組入比率を高くしました。 

期後半は、景況感に左右されにくい日本たばこ産業や、株主還元の拡大が期待される東京海上ホールディング
スなどの損保の組入比率を高めに維持した一方、輸送用機器の組入比率は抑制しました。 
 
■当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。 
 
■分配金 

分配金額は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益および売買益(評価損益を含みます｡)等の全額を
分配対象額とし、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定しました。なお、分配金に充当しなかっ
た収益につきましては、投資信託財産内に留保し、運用の基本方針にもとづいて運用いたします。 
 
●分配原資の内訳 
 (1万口当たり・税込) 

項   目 
第4期 第5期 

2025年12月26日～2026年3月25日 2026年3月26日～2026年6月25日 

当期分配金 (円) 115 120 

(対基準価額比率） (％) (0.773) (0.834) 

 当期の収益 (円) 101 120 

 当期の収益以外 (円) 13 － 

翌期繰越分配対象額 (円) 4,770 4,265 
(注1) ｢対基準価額比率｣は｢当期分配金｣の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
(注2) ｢当期の収益｣は経費控除後の配当等収益および経費控除後の有価証券売買等損益、｢当期の収益以外｣は収益調整金および分配準備積立金

です。 
(注3) ｢当期の収益｣および｢当期の収益以外｣は、円未満を切捨てて表示しているため、合計した額が｢当期分配金｣と一致しない場合があります。 

 
■今後の運用方針 

引き続きマザーファンドへの投資を通じて、日本の金融商品取引所等に上場している株式(DR(預託証券)を含
みます｡)を主要投資対象とし、主としてダウ・ジョーンズ日本配当１００インデックス(S&P)を参照し銘柄を選
定のうえ流動性等を勘案して銘柄毎の組入比率を決定します。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項   目 

当作成期 

項 目 の 概 要 2025年12月26日～2026年6月25日 

金額 比率 

(a) 信託報酬 21円 0.148％ (a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

※期中の平均基準価額は14,445円です。 

(投信会社) 

 

(12) (0.082) ・委託した資金の運用の対価 

(販売会社) (8) (0.055) ・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価 

(受託会社) (2) (0.011) ・運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

(b) 売買委託手数料 8 0.052 
(b) 売買委託手数料＝ 

期中の売買委託手数料 

期中の平均受益権口数 

(株式) (8) (0.052) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に

支払う手数料 

(c) その他費用 1 0.008 
(c) その他費用＝ 

期中のその他費用 

期中の平均受益権口数 

(監査費用) (0) (0.002) ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る

費用 

(印刷費用) (1) (0.004) ・印刷費用は、有価証券届出書、目論見書、運用報告書等

の作成、印刷および提出等に係る費用 

(その他) (0) (0.002) ・その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料、その

他投資信託財産の運営にかかる費用等 

合   計 30 0.208  

(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。 

(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
(注4) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 



01_4183053712609.doc 

－ 5 － 

 
 

 



01_4183053712609.doc 

－ 6 － 

売買および取引の状況 
 

 
■親投資信託受益証券の設定、解約状況 

 

当 作 成 期 

設     定 解     約 

口   数 金   額 口   数 金   額 

 千口 千円 千口 千円 

楽天・高配当株式・日本マザーファンド 6,335,647 9,455,608 272,661 413,321 
(注) 単位未満は切捨て。 

 

株式売買比率 
 

 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

<楽天・高配当株式・日本マザーファンド> 

項 目 当 作 成 期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 21,452,593千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 20,400,336千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)/(b) 1.05 
(注1) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 
(注2) (c)売買高比率は小数点第3位以下を切り捨てています。 
 

利害関係人※との取引状況等 
 

 
該当事項はありません。 
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人です。 

 

自社による当ファンドの設定・解約状況 
 

該当事項はありません。 

 

組入資産の明細 
 

 
■親投資信託残高 

 
前作成期末 当 作 成 期 末 

口  数 口  数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

楽天・高配当株式・日本マザーファンド 9,015,691 15,078,678 22,547,147 
(注1) 単位未満は切捨て。 
(注2) 親投資信託の当作成期末現在の受益権口数は、17,566,634千口です。 
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投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
当 作 成 期 末 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 

楽 天 ・ 高 配 当 株 式 ・ 日 本 マ ザ ー フ ァ ン ド 22,547,147 98.9 

短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 251,315 1.1 

投 資 信 託 財 産 総 額 22,798,462 100.0 

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本及び基準価額の状況ならびに損益の状況 
 

 
■資産、負債、元本及び基準価額の状況 

 (2026年3月25日)、 (2026年6月25日)現在 

項             目 第4期末 第5期末 

(Ａ)資 産 20,860,495,868円 22,798,462,219円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 235,085,247 251,308,821 

楽天・高配当株式・日本マザーファンド(評価額) 20,625,406,757 22,547,147,546 

未 収 利 息 3,864 5,852 

(Ｂ)負 債 229,627,453 245,446,927 

未 払 収 益 分 配 金 160,626,173 189,718,500 

未 払 解 約 金 55,748,994 38,548,173 

未 払 信 託 報 酬 12,491,516 16,402,454 

そ の 他 未 払 費 用 760,770 777,800 

(Ｃ)純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 20,630,868,415 22,553,015,292 

元 本 13,967,493,318 15,809,875,060 

次 期 繰 越 損 益 金 6,663,375,097 6,743,140,232 

(Ｄ)受 益 権 総 口 数 13,967,493,318口 15,809,875,060口 

1 万 口 当 た り 基 準 価 額(C/D) 14,771円 14,265円 

(注) 期首元本額は9,289,857,382円、第4～5期中追加設定元本額は8,740,164,856円、第4～5期中一部解約元本額は2,220,147,178円です。 
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■損益の状況 
第4期(自2025年12月26日 至2026年3月25日)
第5期(自2026年 3月26日 至2026年6月25日) 

項             目 第4期 第5期 

(Ａ)配 当 等 収 益 98,155円 122,732円 

受 取 利 息 98,155 122,732 

(Ｂ)有 価 証 券 売 買 損 益 1,522,139,646 △557,591,118 

売 買 益 1,613,487,893 18,818,318 

売 買 損 △91,348,247 △576,409,436 

(Ｃ)信 託 報 酬 等 △13,252,286 △17,180,254 

(Ｄ)当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 1,508,985,515 △574,648,640 

(Ｅ)前 期 繰 越 損 益 金 1,946,695,678 3,034,639,636 

(Ｆ)追 加 信 託 差 損 益 金 3,368,320,077 4,472,867,736 

(配 当 等 相 当 額) (2,077,353,247) (3,049,444,523) 

(売 買 損 益 相 当 額) (1,290,966,830) (1,423,423,213) 

(Ｇ) 計 (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 6,824,001,270 6,932,858,732 

(Ｈ)収 益 分 配 金 △160,626,173 △189,718,500 

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ＋Ｈ) 6,663,375,097 6,743,140,232 

追 加 信 託 差 損 益 金 3,368,320,077 4,472,867,736 

(配 当 等 相 当 額) (2,080,027,385) (3,055,222,472) 

(売 買 損 益 相 当 額) (1,288,292,692) (1,417,645,264) 

分 配 準 備 積 立 金 3,295,055,020 3,101,123,958 

繰 越 損 益 金 － △830,851,462 

(注1) 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価替えによるものを含みます。 
(注2) 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 
(注3) 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

<分配金の計算過程> 

項 目 第4期 第5期 
(Ａ)配当等収益額（費用控除後） 37,477,061円 256,202,822円 
(Ｂ)有価証券売買等損益額 

（費用控除後・繰越欠損金補填後） 
1,471,508,454円 －円 

(Ｃ)収益調整金額 3,368,320,077円 3,642,016,274円 
(Ｄ)分配準備積立金額 1,946,695,678円 3,034,639,636円 
(Ｅ)分配対象収益額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 6,824,001,270円 6,932,858,732円 
(Ｆ)期末残存口数 13,967,493,318口 15,809,875,060口 
(Ｇ)収益分配対象額（１万口当たり） 

(Ｅ／Ｆ×10,000） 
4,885.62円 4,385.12円 

(Ｈ)分配金額（１万口当たり） 115円 120円 
(Ｉ)収益分配金金額 

(Ｆ×Ｈ／10,000） 
160,626,173円 189,718,500円 
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分配金のお知らせ 
 

 
 第4期 第5期 

1万口当たり分配金 115円 120円 

 
収益分配金の支払いについて 

・収益分配金は、取扱い販売会社において決算日から起算して5営業日までに支払いを開始いたします。 

・分配金再投資コースを選択されている場合は、各決算日の基準価額に基づき、お客様の口座に繰り入れて再投資い

たします。 

 

収益分配金の課税上の取扱いについて 

・分配金は、課税扱いとなる｢普通分配金｣と非課税扱いとなる｢元本払戻金(特別分配金)｣の区分があり、分配後の基

準価額が個々の受益者の個別元本と同額または上回る場合は、全額普通分配金となります。分配後の基準価額が

個々の受益者の個別元本を下回る場合は、その下回る部分の額が元本払戻金(特別分配金)となり、残りの額が普通

分配金となります。 

・元本払戻金(特別分配金)が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金(特別分

配金)を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

 

受益者別の普通分配金に対する課税について 

個人の受益者 

20.315％(所得税15％、復興特別所得税0.315％、および地方税5％)の税率となります。 

法人の受益者 

個人の受益者とは異なります。 

 

※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

※税法が改正された場合等は、上記の内容が変更される場合があります。 

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

 

お知らせ 
 

一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団

法人投資信託協会を吸収合併消滅法人として2026年4月1日付で合併し、｢一般社団法人資産運用業協会｣に名称を

変更することとなったため、投資信託約款に所要の変更を行いました。 

(約款変更実施日：2026年4月1日) 

 
 
ダウ・ジョーンズ日本配当１００インデックス®は、S&P Dow Jones Indices LLCまたはその関連会社(｢SPDJI｣)

の商品であり、これを利用するライセンスが楽天投信投資顧問株式会社に付与されています。S&P®、S&P 

500®、US 500™、The 500™は、S&P Global, Inc.またはその関連会社(｢S&P｣)の商標です。Dow Jones®は、Dow 

Jones Trademark Holdings LLC(｢Dow Jones｣)の登録商標です。これらの商標の使用ライセンスはSPDJIに付与

されており、楽天投信投資顧問株式会社に対し一定の目的でサブライセンスされています。当ファンドは、

SPDJI、Dow Jones、S&P、それらの各関連会社によって後援、推奨、販売、または販売促進されているもので

はなく、これらのいずれの関係者も、かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、ダウ・

ジョーンズ日本配当１００インデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対しても一切責任を負いま

せん。 
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楽天・高配当株式・日本マザーファンド 
 

第2期(2026年6月25日) 

 

≪運用報告書≫ 
 

●当マザーファンドの仕組みは次の通りです。 

信 託 期 間 無期限(2025年2月7日設定) 

運 用 方 針 
わが国の株式を主要投資対象とし、主として配当収益の確保および中長期的な値上がり益

の獲得を目指します。 

主 な 投 資 対 象 
わが国の金融商品取引所に上場している株式(DR(預託証券)を含みます｡)を主要投資対象

とします。 

主 な 投 資 制 限 

株式(新株引受権証券および新株予約権証券を含みます｡)への投資割合には制限を設けま

せん。 

投資信託証券(上場投資信託証券を除きます｡)への投資割合は、投資信託財産の純資産総

額の5％以下とします。 

外貨建資産への投資は行いません。 

デリバティブ取引は、投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的

ならびに価格変動リスクおよび金利変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

当マザーファンドはこのたび上記決算を行いましたので、期中の運用状況をご報告申し上げます。 

 

 

楽天投信投資顧問株式会社 
東京都港区南青山二丁目6番21号 

URL： https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 
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設定以来の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 

株 式 組 入 
比 率 

株 式 先 物 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額  

期  中 
騰 落 率 

(設 定 日) 円 ％ ％ ％ 百万円 

2025年2月7日 10,000 － － － 2,210 

1期(2025年6月25日) 10,531 5.3 97.5 － 6,284 

2期(2026年6月25日) 14,953 42.0 98.0 － 26,266 
(注1) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注2) 当ファンドの運用方針に対応する適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 
(注3) 設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。 

 

当期中の基準価額の推移 
 

 

年  月  日 
基 準 価 額 株 式 組 入 

比 率 
株 式 先 物 
組 入 比 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ ％ 

2025年 6月25日 10,531 － 97.5 － 

   6月末 10,741 2.0 98.3 － 

   7月末 11,319 7.5 97.8 － 

   8月末 12,139 15.3 97.7 － 

   9月末 12,350 17.3 96.4 － 

  10月末 12,712 20.7 96.7 － 

  11月末 13,460 27.8 98.2 － 

  12月末 13,799 31.0 97.3 － 

2026年 1月末  14,375 36.5 98.1 － 

   2月末 16,268 54.5 98.4 － 

   3月末 15,092 43.3 97.8 － 

   4月末 14,933 41.8 97.9 － 

   5月末 15,216 44.5 98.3 － 

（期   末）     

2026年 6月25日 14,953 42.0 98.0 － 
(注1) 騰落率は期首比。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
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当期中の運用経過と今後の運用方針 
 

 
■基準価額の推移 
 

 

 

■基準価額の主な変動要因 

当ファンドの基準価額は前期末比で42.0％上昇しました。 

＜2025年6月下旬～2026年2月下旬＞ 

三井金属・住友電気工業・関電工などの半導体・データセンター関連銘柄の上昇がプラスに寄与しました。ま

た、自己株式取得に積極的なコスモエネルギーホールディングスや上組なども、株主還元強化への期待からプラ

スに寄与しました。一方、円安が進むなかで外需関連銘柄が上昇した反面、パーソルホールディングスやサンド

ラッグなどの内需関連銘柄は相対的に出遅れ、マイナスに寄与しました。 

＜2月下旬～6月下旬＞ 

シチズン時計・THK・日本特殊陶業などのFA(ファクトリーオートメーション)・半導体関連銘柄は、設備投資

期待から上昇し、プラスに寄与しました。一方、半導体関連銘柄に資金が集中するなか、自動車や商社などは全

般的に軟調な値動きとなり、マイナスに寄与しました。資源価格の上昇で一時上昇した三井物産・双日・三菱商

事などの商社やコスモエネルギーホールディングスは、中東情勢の緩和に伴う資源価格の下落とともに軟調に転

じ、マイナスに寄与しました。 
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■投資環境 

国内株式市場は、調整を挟みつつも、上昇しました。 

＜2025年6月下旬～2026年2月下旬＞ 

米中関税協議の進展や日米通商交渉の順調な推移、円安進行、米ハイテク株高を追い風に、TOPIXは上昇基調

を維持しました。秋以降は高市新内閣発足による財政拡張期待も加わり、断続的な調整局面を挟みながらも強い

相場が続きました。2月には衆議院選挙での与党大勝を受けた政策期待からTOPIXは史上最高値を更新しました。 

＜2月下旬～6月下旬＞ 

米国・イスラエルとイランの軍事対立を契機とした原油価格急騰により、3月は大幅反落となりました。4月以

降は中東情勢の停戦期待と半導体関連株が相場を牽引しました。 

 

■当ファンドのポートフォリオ 

主としてダウ・ジョーンズ日本配当１００インデックス(S&P)を参照し銘柄を選定し、流動性等を勘案して銘

柄毎の組入比率を決定のうえ投資を行いました。 

期前半は、データセンターや半導体関連への投資拡大期待から、関電工・コムシスホールディングス・住友電

気工業などの組入比率を高めに維持した一方、輸送用機器の組入比率は抑制しました。 

期後半は、景況感に左右されにくい日本たばこ産業や、株主還元の拡大が期待される東京海上ホールディング

スなどの損保の組入比率を高めに維持した一方、引き続き輸送用機器の組入比率は抑制しました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。 

 

■今後の運用方針 

引き続き、日本の金融商品取引所等に上場している株式(DR(預託証券)を含みます｡)を主要投資対象とし、主

としてダウ・ジョーンズ日本配当１００インデックス(S&P)を参照し銘柄を選定のうえ流動性等を勘案して銘柄

毎の組入比率を決定します。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項目 
当期 

金額 比率 

(a)売買委託手数料 15円 0.112％ 

(株式) (15) (0.112) 

合計 15 0.112 

期中の平均基準価額は13,533円です。 
(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、費用項目については4ページ(1万口当たりの費用の明細の項目の概要)をご参照下さい。 
(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

売買および取引の状況 
 

 
■株式 

 

当     期 

買     付 売     付 

株    数 金    額 株    数 金    額 

国 内 千株 千円 千株 千円 

 
上 場 

9,584 24,854,072 4,795 8,219,963 

 (284) (－)   
(注1) 金額は受渡し代金。 
(注2) ( )内は増資割当、株式転換・合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
(注3) 単位未満は切捨て。 

 

株式売買比率 
 

 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 当 期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 33,074,035千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 14,465,184千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)/(b) 2.28 
(注1) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 
(注2) (c)売買高比率は小数点第3位以下を切り捨てています。 
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利害関係人※との取引状況等 
 

 
該当事項はありません。 
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人です。 

 

組入資産の明細 
 

 
■国内株式 

銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 

 千株 千株 千円 
水産・農林業(0.2%)    
Ｕｍｉｏｓ － 47.5 60,990 

鉱業(2.5%)    
ＩＮＰＥＸ 61.3 196.1 644,580 

建設業(4.6%)    
ショーボンドホールディングス － 97.3 121,527 
大林組 － 131.7 410,508 
長谷工コーポレーション 31.5 － － 
西松建設 14 － － 
奥村組 16.4 22.5 125,775 
五洋建設 113.8 － － 
住友林業 － 78.7 106,048 
積水ハウス － 128.9 422,792 

食料品(4.5%)    
ニップン 19 － － 
森永乳業 13.3 － － 
日本たばこ産業 56.2 194 1,153,912 

パルプ・紙(0.4%)    
王子ホールディングス － 120.3 94,014 

化学(3.0%)    
日産化学 9.1 31.6 269,674 
東ソー 22 56.9 167,997 
日本触媒 29.8 － － 
ダイセル 30.3 － － 
積水化学工業 － 60.2 153,299 
日本ゼオン 31.9 44.5 107,890 
関西ペイント － 30.3 80,234 

医薬品(4.7%)    
アステラス製薬 － 412.6 885,852 
塩野義製薬 19.3 － － 
小野薬品工業 46.2 139.7 326,967 

石油・石炭製品(0.4%)    
出光興産 52.7 － － 
コスモエネルギーホールディングス － 26.9 98,830 

ゴム製品(4.0%)    
ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ 19.7 35.4 134,484 
ブリヂストン 40.6 258.3 884,677 
住友ゴム工業 21.1 － － 

ガラス・土石製品(1.8%)    
日本特殊陶業 7.4 43.9 476,754 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 

 千株 千株 千円 
鉄鋼(0.8%)    
大和工業 9.4 16.5 199,650 
丸一鋼管 12.8 － － 
大同特殊鋼 19 － － 

金属製品(1.5%)    
三和ホールディングス － 38.2 143,211 
日本発條 17.4 61.3 245,935 

機械(8.5%)    
アマダ 25.6 76.5 236,232 
ＤＭＧ森精機 20.1 33.7 124,218 
小松製作所 17 181.9 1,136,875 
日立建機 16.8 38 200,678 
ＳＡＮＫＹＯ 33.7 － － 
アマノ 13.1 9.7 34,997 
グローリー 18.8 － － 
ジェイテクト 42.2 98.4 201,326 
ＴＨＫ － 31.8 251,951 

電気機器(1.9%)    
ブラザー工業 13.7 84.7 318,726 
マブチモーター 17.2 112 179,592 
ＳＣＲＥＥＮホールディングス 3.3 － － 

輸送用機器(9.6%)    
トヨタ紡織 21.3 － － 
いすゞ自動車 37.6 120.9 262,171 
トヨタ自動車 82.1 292.9 790,976 
ＮＯＫ 16.9 23.6 68,168 
本田技研工業 143.5 643.2 909,484 
ＳＵＢＡＲＵ 13.3 117.8 282,896 
ヤマハ発動機 28.3 － － 
豊田合成 14.3 28.6 146,174 
テイ・エス テック 28 － － 

精密機器(1.6%)    
マニー － 68 115,940 
シチズン時計 51.4 114.1 290,498 

その他製品(－%)    
ピジョン 35.6 － － 

電気・ガス業(0.2%)    
四国電力 － 32.9 48,823 

陸運業(1.2%)    
山九 6.3 17.8 153,044 
セイノーホールディングス 34.4 55.7 144,068 

海運業(－%)    
商船三井 11.8 － － 

倉庫・運輸関連業(1.1%)    
三菱倉庫 － 102.4 152,780 
上組 － 29.5 139,122 

情報・通信業(0.9%)    
大塚商会 － 83.4 226,305 
ＮＴＴ 1,552.3 － － 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 

 千株 千株 千円 
卸売業(11.3%)    
双日 20.2 49.3 258,085 
マクニカホールディングス － 38.9 129,498 
アズワン － 31.7 70,072 
伊藤忠商事 30.1 － － 
丸紅 65 － － 
豊田通商 27.3 － － 
三井物産 － 229.2 1,019,023 
三菱商事 74.6 276.8 1,217,920 
阪和興業 10 90.8 151,999 
岩谷産業 － 36.1 68,048 

小売業(3.3%)    
エービーシー・マート － 37.5 105,300 
三越伊勢丹ホールディングス － 83.6 345,435 
日本瓦斯 33.1 73.3 206,596 
丸井グループ 36.5 32.3 90,020 
サンドラッグ 16.6 30 113,760 

銀行業(3.7%)    
三井住友トラストグループ － 124.2 742,591 
群馬銀行 － 92.1 213,533 

証券、商品先物取引業(4.5%)    
ＳＢＩホールディングス 17.4 86.9 237,888 
大和証券グループ本社 76.8 208.8 331,887 
野村ホールディングス － 411.8 582,079 

保険業(16.0%)    
ＳＯＭＰＯホールディングス 51.9 151.5 924,907 
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 63.6 217.3 923,959 
第一ライフグループ 176.8 608.2 1,037,285 
東京海上ホールディングス 41.6 178.6 1,223,410 

その他金融業(2.1%)    
芙蓉総合リース 18.5 － － 
東京センチュリー － 55.8 139,165 
日本取引所グループ － 202.1 409,858 

不動産業(4.1%)    
大東建託 2.9 111.9 336,259 
ヒューリック 34.4 178.2 302,940 
野村不動産ホールディングス 95.7 201.1 183,664 
東急不動産ホールディングス 60.6 184.5 234,222 

サービス業(1.6%)    
日本Ｍ＆Ａセンターホールディングス 73.7 － － 
パーソルホールディングス 280.6 609.4 146,621 
ユー・エス・エス 48.4 140.1 267,100 

合  計 
株 数 ・ 金 額 4,369 9,442 25,743,796 

銘 柄 数 <比 率> 73 75 <98.0%> 
(注1) ( )内は国内株式の評価総額に対する各業種の比率です。 
(注2) < >内は純資産総額に対する評価額の比率です。 
(注3) 評価額の単位未満は切捨て。 
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投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
当   期   末 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 

株 式 25,743,796 98.0 

短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 522,904 2.0 

投 資 信 託 財 産 総 額 26,266,700 100.0 

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本及び基準価額の状況ならびに損益の状況 
 
■資産、負債、元本及び基準価額の状況 

(2026年6月25日現在) 

項     目 当 期 末 

(Ａ) 資 産 26,266,700,066円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 433,498,951 

 株 式(評価額) 25,743,796,970 

 未 収 配 当 金 89,394,050 

 未 収 利 息 10,095 

(Ｂ) 純 資 産 総 額(Ａ) 26,266,700,066 

 元 本 17,566,634,056 

 次 期 繰 越 損 益 金 8,700,066,010 

(Ｃ) 受 益 権 総 口 数 17,566,634,056口 

 1万口当たり基準価額(Ｂ／Ｃ) 14,953円 

(注1) 期首元本額 5,967,971,690円 
期中追加設定元本額 12,124,037,720円 
期中一部解約元本額 525,375,354円 

(注2) 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託
の元本額 
楽天・高配当株式・日本ファンド(四半期決算型) 15,078,678,223円 
楽天・高配当株式・日本ファンド(資産成長型) 2,487,955,833円 

■損益の状況 

(自2025年6月26日 至2026年6月25日) 

項     目 当   期 

(Ａ) 配 当 等 収 益 490,649,664円 

 受 取 配 当 金 488,786,010 

 受 取 利 息 1,862,845 

 そ の 他 収 益 金 809 

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 2,981,008,625 

 売 買 益 3,584,805,450 

 売 買 損 △603,796,825 

(Ｃ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 3,471,658,289 

(Ｄ) 前 期 繰 越 損 益 金 317,016,087 

(Ｅ) 追 加 信 託 差 損 益 金 5,124,564,280 

(Ｆ) 解 約 差 損 益 金 △213,172,646 

(Ｇ)  計 (Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 8,700,066,010 

 次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 8,700,066,010 

(注1) 損益の状況の中で (B)有価証券売買損益は期末の評価替えによ
るものを含みます。 

(注2) 損益の状況の中で (E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

(注3) 損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、
元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

 

お知らせ 
 

 
一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団

法人投資信託協会を吸収合併消滅法人として2026年4月1日付で合併し、｢一般社団法人資産運用業協会｣に名称を

変更することとなったため、投資信託約款に所要の変更を行いました。 

(約款変更実施日：2026年4月1日) 

 


